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張ゼミ・演習Ⅰ 

 友人に貸した自転車を取り戻したい  
  

 

                                                                           報告者： 1年生・○○さん 

                           報告者： 1年生・○○くん 

 

 説例：A さんは、2 年先輩の友人の B さん（21 歳）に自転車を貸したが、なかなか返して

くれない。今日、自転車が必要になったのに、B さんは帰省中で連絡が取れない。自転車は近

くに住むB さんのアパートの屋内駐車場に置いてある。勝手に持ち帰って良いだろうか。  

      

１．貸した相手から取り戻すには？  

（１） 権利行使でも犯罪となるかも  

 物を手元に置いて現に支配している状態を民法では「占有」と呼ぶ。  

設例のように、一時的に留守にしていても、アパートの住人である B の支配が自

転車にも及んでいるとみられ、B には占有があるものとされる。  

また、占有は保護が与えられている。保護は、占有を奪った人に対してそれを返せや

損害を賠償しろと求められることもあり、B さんの同意を得ずに自転車の占有を奪

うと窃盗罪になってしまうのである。  

（２）自力救済は原則禁止  

自分には権利があるという一方的な言い分だけに基づいて権利の行使を許せば、

自称権利者の不当な実力行使が横行して平和な秩序が保てなくなる。  

自力救済は、平和な秩序を守るため原則として禁止されており、犯罪になりうる。  

（設例では、自力救済が認められるような特別な事情はない）  

（３）契約に基づく返還請求ができる  

                A と B 間の関係は、タダで貸したのなら使用貸借契約、  

                使用の対価である賃料を取っていれば賃貸借契約となる。  

                この設例のように友人間の貸し借りであれば、賃料は取らないため使用貸借契約 

である。                                                                                                                                                                  

                だとすれば、A さんは使用貸借契約に基づき B に自転車を返せという債権をもっ

ているためその権利の実現を請求できる。  
 

 

                                                自転車を貸した。  

            A さん→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→B さん  

                                    B さんから黙って取り返せるのか？  
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２．貸した相手方でない者から取り返すには？  

 展開例 1：B さんが、同じアパートに住む C さんに自転車を自分のものだと言って 1000 

円で売ったとすると、A さんは C さんから自転車を取り返せるだろうか。  

  

（１）  所有権に基づき、返せという主張が考えられる  

                A さんは自転車の所有者であり、自分の思うとおりに自由にその自転車の使用・収

益・処分ができる。しかし、所有権は最も重要な物権であり、誰に対してもその実現

を妨げないように主張できる。（物権の絶対効）  

                この展開例１では A さんは B・C さんにたいして自転車の所有権を主張できる。  

（２） 契約は契約当事者以外をしばれない  

C は A さんが自転車を貸した相手ではないので、A さんは C に対して、B のよう

に「自転車を返す約束を守れ」と言えない。  

→契約には、物権の絶対効と対比して相対効しかなく、約束した本人である債務者以

外にはその約束の実現を求めることはできない。  

（３）無権利者からは権利は取得できない  

所有権の移転は、例えればバトンリレーのようなもので、前の所有者から次の所有者

に権利が引き継がれていく。（権利の承継取得）  

（４）信じる者は救われる？  

契約に基づいて物の占有を得た場合、善意・無過失・平穏・公然であると推定が働 く。

占有者が即時取得を主張して有効な取引による占有取得を証明した場合、即時 取得が

成り立たないと争って物の返還を求める者が事実を証明しなければなれない。  

（５）即時取得の根拠は信頼＋帰責性  

                即時取得制度が例外的に権利取得を認めた根拠は、売主が所有者であるという買                                  

                主の正当な信頼が保護に値するだけではなく、権利を失う者にそのような不利益

を受けてもやむを得ない理由（帰責性）も根拠にある。  

                正当な信頼＋帰責性があることにより、即時取得が可能になる。  

（６）A さんが自転車を取り戻せるかは微妙  

                今回の展開例１に当てはめると、A さんは売主の B がその自転車の所有者ではな

かったことを C が知っていたこと、または知らなかったとしても、うかつであっ

たことを証明しなければ自転車の返還を求めることができない。  
 

 

                                                        自転車を貸す。      

A さん→→→→→→→→→B  

    ↓                         ↓ 自 分 の 所 有 物 と し て １０００ 円 で 売 る                                  

C か ら 取 り 戻 せ る ？                       C  

展開例１の権利関係図 



 

３．最終的な責任の取らせ方      

         展開例２：展開例１の  A  さんと  C  さんの争いが無事に解決したとして、その後の          

B さんとの法律関係はどうなるのか？  

  

（１） 即時取得が認められた場合、A さんは B に責任を問う。  

    C に即時取得が認められたら A さんは所有権を失い、C から取り戻せない。  

    （原因は、B が自分の物として C に売ったため）  

    A さんは B の債務不履行を理由に自転車の時価相当額などの損害の賠償ができる。債

務不履行を理由にした損害賠償債権が認められて B が A さんに賠償すれば A さんに

は損害も損失もなくなり不法行為を理由とする請求をすることはできなくなる。  

（２） 即時取得が認められない場合、C が B の責任を問う  

    C が悪意であったり過失があると即時取得が認められず、A さんは自転車を取り戻

すことができ、C は自転車の所有権は得られない。  

    B は C が善意であれば C に生じた損害を賠償しなければならない。  

（３） 物の所有権が争われる理由  

（1)(2)から分かるように、民法は事件の究極的な責任者に責任を取らせる仕組みを

用意している。実際に物権を確保したほうが損害を回避できるため所有権の争いが

激しくなる。  
 

 

 即時取得が認められた場合    （自転車は C の物になる！）      

    債務不履行・不法行為による責任追及  

A さん→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→→B      

    ↓取り戻せない  

↓  

C  即 時 取 得 成 立  

  

 即時取得が認められない場合    （自転車は A のもとに返ってくる！）  

      

                A さん    C さんから取り戻せる。  

                C さん→B さんに権利の担保責任追及  

          

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となる。  

展開例２の権利関係図 



 

 最後に  

まとめ：設例１の場合、A さんが B さんに貸した自転車は B さんが占有しているため、

占有権は B さんにあり、自力で取り戻すことは不可能である。  

            展開例１の場合、B さんが C さんに自転車を売ってしまったが、A さんは自転

車の所有権は自分にあると主張は出来る。しかし、自転車が A さんの物である

と証明しなければ、C さんから取り戻すことは出来ない。  

            展開例２では、展開例１の問題が解決したが、B さんとの間に即時取得の認否に

よって自転車の行方は変化する。  

 

これらから、契約や権利によって返還請求を行うことができるが、即時取得の容認

等により責任追及が起こるということがよく分かった。  

最も、借りたらすぐ返し、貸したら早く返してもらうのが一番であると感じた。  
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